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平成15年９月16日
原子力安全対策課
( １ ６ － ６ ６ )
＜13時30分 ＞記者発表

敦賀発電所１号機の第２９回定期検査開始について

このことについて、日本原子力発電株式会社から下記のとおり連絡を受け

た。

記

敦賀発電所１号機（沸騰水型軽水炉；定格電気出力３５.７万kW）は、平成

16年９月18日から約２カ月の予定で第２９回定期検査を実施する。

定期検査を実施する主な設備は次のとおりである。

(1) 原子炉本体

(2) 原子炉冷却系統設備

(3) 計測制御系統設備

(4) 燃料設備

(5) 放射線管理設備

(6) 廃棄設備

(7) 原子炉格納施設

(8) 非常用予備発電装置

(9) 蒸気タ－ビン設備

問い合わせ先(担当：宮川)

内線2353・直通0776(20)0314
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１．主要工事等

（図－１参照）(1) 275kV開閉所機器取替工事

長期的な設備信頼性の維持および保守性向上の観点から、遮断器、計

器用変流器、計器用変圧器等を取り替える。

（図－２参照）(2) タービン機械式圧力調整装置撤去工事

３系統あるタービンの圧力調整装置については、電気式圧力調整装置

２系統（通常使用１系統、バックアップ１系統）により十分な信頼性が

確保されていることから、電気式圧力調整装置２系統のバックアップと

なっている機械式圧力調整装置を撤去する。

（図－３参照）(3) 主給水逆止弁他取替工事

前回定期検査中に確認された、主給水逆止弁等のワッシャーの脱落事

象に鑑み、主給水逆止弁４台、給水ポンプ出口逆止弁３台について、ワ

ッシャーのない構造の弁体に取り替える。

２．設備の点検工事について

（図－４参照）(1) 原子炉再循環系配管等点検工事

国内プラントにおいて、SUS316L系(ステンレス)材を用いた原子炉再

循環系配管の溶接継手部にひび割れが確認された事例に鑑み、原子炉

冷却材圧力バウンダリのうち、SUS316L系材を用いた原子炉再循環系配

管等の溶接継手部(７箇所)について、超音波探傷検査を行う。

（図－５参照）(2) 制御棒点検工事

第28回定期検査において、制御用として装荷されている新型（ハフ

ニウム型）制御棒 ５本にひび割れが確認された事象に鑑み、第28回※１

定期検査で停止用として装荷した新型制御棒（４本）のうち２本につ

いて外観点検を実施する。

※１ 放射性廃棄物の低減を目的とし、中性子吸収材を従来のボロンカーバイト粉末からハフニウム板に変更す

ることにより、炉内で長期間使用可能となる。

○新型制御棒導入後の経緯

運転中は炉心に挿入された状態である制御用の制御棒９本について、第27回定期検査（平成14年２月～５

月）で５本、第28回定期検査（平成15年６月～９月）で４本を順次、新型制御棒に取り替える計画としていた。

第28回定期検査において、第27回定期検査で装荷した５本の新型制御棒に応力腐食割れによるものと推定さ

れるひび割れが確認されたため、第28回定期検査で装荷予定であった４本は、原子炉停止時にのみ炉心に挿入

される停止用（制御用に比べ照射量は大幅に少ない）として装荷した。

ひび割れが認められた新型制御棒については、当該部を切り出し、試験施設で詳細調査を実施した結果、ひ

び割れは、溶接による残留応力、中性子照射による結晶粒界のクロム濃度の低下、シース（ステンレス材）の

隙間部による腐食環境にあったことなどから発生した応力腐食割れであることが確認された。また、ひび割れ

の進展性や部品脱落の可能性を評価した結果、継続使用しても健全性が損われることはなく、制御棒の炉心へ

の挿入性に問題のないことが確認された。
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（図－６参照）(3) 原子炉格納容器圧力抑制室点検工事

国内プラントにおいて、原子炉格納容器圧力抑制室内に異物が発見

された事象に鑑み、原子炉格納容器圧力抑制室内の目視点検を行う。

（図－７参照）(4) 主蒸気圧力計他計装配管修繕工事

国内プラントにおいて、配管の一部に滞留していた非凝縮性ガス

（水素、酸素）が、高温の蒸気により急速に燃焼し配管を破断させた

事象に鑑み、非凝縮性ガスが滞留する可能性がある計装配管について、

ガスが滞留しない構造に変更する。

（図ー８参照）(5) 配管の肉厚検査について

美浜発電所３号機において２次系配管が減肉し破損した事故に鑑み、

復水系統にある流量オリフィス下流部などの配管1 0 8カ所について、

超音波検査（肉厚測定）を行う。

３．燃料取替計画

燃料集合体全数3 0 8体のうち、４８体(全て新燃料集合体で９×９燃料

集合体)を取替える予定である。

４．運転再開予定

原子炉起動・臨界 ： 平成16年10月下旬

発電再開 （調整運転開始）： 平成16年10月下旬

定期検査終了（営業運転再開）： 平成16年11月中旬
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機  器 対    象 

遮断器取替 ２台（ＣＢ０２およびＣＢ Ｓｔ１０） 

計器用変流器取替 ２台（敦賀線２号用および起変計器用変流器） 

計器用変圧器取替 ２台（敦賀線２号用および甲母線用計器用変圧器） 

避雷器設置 １台（敦賀線２号用避雷器） 

架線取替 ２箇所（敦賀線２号および起変～開閉所間架線） 
 

取替機器リスト 

図－１ 

取替機器図 敦賀線 2号 

PD 

 敦賀線２号用 
避 雷 器 

敦賀線２号用 
計器用変流器 

遮断器 (CB02) 

敦賀線 1号 

PD 

甲母線 

乙母線 

PD 

PD 

 主変遮断器 
 

 主変圧器 

Ｇ 
主発電機 

起変計器用変流器

起変遮断器 (CB St10)

起動変圧器

：架線取替 

取替 

取替 

取替 

２ ７ ５ ｋ Ｖ 開 閉 所 機 器 取 替 工 事

 
 長期的な設備信頼性維持及び保守性向上の観点から、遮断器（２台）、計器用変流器（２台）、計

器用変圧器（２台）等を取替える。 

概 要 

取替 

設置 
 敦賀線２号用 
計器用変圧器 

 甲 母 線 用 
計器用変圧器 
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原
子
炉
圧
力
容
器
よ
り 

主蒸気止め弁 蒸気加減弁 

高圧タービン

復 水 器 
タービンバイパス弁 

低圧タービン 

機械式圧力

 調整装置 

電気式圧力 

調整装置 
   

タービン制御盤 
中央制御室 

圧力設定器 

制御機構

１ 

油 圧 機 構

操作スイッチ 

主
蒸
気
圧
力
検
出
配
管 

図－２ 

操作スイッチ 

蒸気ライン 

油圧ライン 

電気信号ライン 

リンク機構 

：撤去箇所 

タービン機械式圧力調整装置撤去工事

 

 ３系統あるタービンの圧力調整装置については、電気式圧力調整装置２系統（通常使用１系

統、バックアップ１系統）により十分な信頼性が確保されていることから、電気式圧力調整装置

２系統のバックアップとなっている機械式圧力調整装置を撤去する。 

概 要 

制御機構

２ 

〔バックアップ〕 
〔通常使用〕 

多重化により 
圧力制御系の 
信頼性は維持 

リンク機構 

〔バックアップ〕 
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 取替対象弁 

主給水逆止弁 Ｖ-220-58Ａ

       Ｖ-220-58Ｂ

       Ｖ-220-62Ａ

       Ｖ-220-62Ｂ

給水ポンプ出口逆止弁 

       Ｖ-605-101Ａ

       Ｖ-605-101Ｂ

       Ｖ-605-101Ｃ

スイングアーム

弁座 弁体

ロッド ワッシャー

60
5

27
5.
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材料　ロッド    ：SUS431弁座 弁体 

スイングアーム 
ロッド  ワッシャー 

上流側から見た図 

流れ方向 

ワッシャー 

スイングアーム 

対策前（現状） 対策後（ワッシャーレス化構造） 改造概略図 

 ワッシャー分だけ 
スイングアームを伸ばす 

弁構造図（Ｖ－２２０－５８Ａ：現状） 

給水系系統概略図 

主 給 水 逆 止 弁 他 取 替 工 事

 
 前回定期検査中に確認された主給水逆止弁等のワッシャーの脱落事象に鑑み、主給水逆止弁 
４台、給水ポンプ出口逆止弁３台をワッシャーのない構造の弁体に取替える。 

概 要 

図－３ 

V-220-62A 

給水系Ｂ系 
給水系Ａ系 

V-220-62B 
V-220-58B 

V-220-58A 

V-605-101C 

V-605-101A 

V-605-101B 
第４、５ 
給 水 
加 熱 器 

原
子
炉
圧
力
容
器 



原子炉再循環系等配管点検工事

炉心スプレイ系

Ａ

Ｂ

Ｃ

原
子
炉
圧
力
容
器

＊

炉心スプレイ系

　国内プラントにおいて、ＳＵＳ３１６Ｌ系（ステンレス）材を用いた原子炉再循環系配管の溶接
継手部にひび割れが確認された事例に鑑み、原子炉冷却材圧力バウンダリのうち、ＳＵＳ３１６Ｌ
系材を用いた原子炉再循環系配管等の溶接継手部（７箇所）について、超音波探傷検査を実施す
る。

概　要

図－４

原子炉再循環系配管

Ｂ系統Ａ系統

原子炉再循環

ポンプ

：点検箇所

：SUS316L系材

炉心スプレイ系配管（＊部詳細）

原子炉圧力容器
炭素鋼

原子炉圧力容器
炭素鋼

：点検箇所

：SUS316L系材
Ａ系 Ｂ系

原子炉再循環

ポンプ

原子炉再循環ポンプ

炉心スプレイ
Ａポンプより

炉心スプレイ
Ｂポンプより
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制 御 棒 点 検 工 事

冷却穴

外筒

ローラー

ハフニウム板
固定部材（コマ）

ハンドル
ハフニウム板型
制御棒外形図

制御棒位置図 点検対象

□：燃料集合体　３０８体
＋：制御棒７３本
＋：出力を制御する制御棒(制御用)９
本
　：新型制御棒（ハフニウム板型）
(停止用として装荷) ４本

　第28回定期検査において、制御用として装荷されている新型（ハフニウム型）制御棒５本に
ひび割れが確認された事例に鑑み、第28回定期検査で停止用として装荷した新型制御棒（４
本）のうち２本について外観点検を実施する。

概　要

図－５
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マンホール 

点検は、内部回廊より目視にて点

検し、必要に応じて水中カメラを

用いて点検を行う。 

原子炉格納容器 

原子炉 
圧力容器 

原子炉格納容器圧力抑制室点検工事

 

 国内プラントにおいて、原子炉格納容器圧力抑制室内に異物が発見された事象に鑑み、

原子炉格納容器圧力抑制室内の目視点検を実施する。 

概 要 

内部回廊 

下降管 

原子炉格納容器圧力抑制室 

原子炉格納容器圧力抑制室内点検概要 

冷却水 

水深 
最大約３ｍ 

 
形 状    ：円環形（ドーナッツ型） 
円環中心線直径：約２７ｍ 
円環断面直径 ：約 ８ｍ 
水 量    ：約１５００ｍ３ 

 原子炉格納容器圧力抑制室 

図－６ 
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原子炉圧力調整装置 
検出器へ 
（新設配管） 

主蒸気母管（原子炉より）

主蒸気ヘッダ

主蒸気圧力
計装用ヘッダ

主蒸気管 
（高圧タービンへ）

原子炉圧力調整装置

検出器へ 

撤去範囲 

非凝縮性ガスの滞留
が考えられる部位 

その他計装配管修繕箇所 
１．オフガスジェットポンプ駆動蒸気圧力計装配管  ２ライン
２．高圧タービン蒸気室圧力計装配管        １ライン

原
子
炉
圧
力
容
器

主
蒸
気
ヘ
ッ
ダ 

原子炉圧力調整装置検出器 

主蒸気隔離弁 

主蒸気止め弁／加減弁 

系 統 概 略 図 

原子炉 
圧力調整装置

原子炉建屋 タービン建屋 

高圧タービン 

主蒸気圧力計装用ヘッダ 

主 蒸 気 圧 力 計 他 計 装 配 管 修 繕 工 事

 

 国内プラントにおいて、配管の一部に滞留していた非凝縮性ガス（水素、酸素）が、高温の

蒸気により急速に燃焼し配管を破断させた事象に鑑み、非凝縮性ガスが滞留する可能性がある

計装配管について、ガスが滞留しない構造に変更する。 

概 要 

図－７

新設範囲 

ヘッダ及び計装配管
を撤去 

主蒸気止め弁へ 
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敦賀発電所１号機 配管肉厚測定部位 
 

 
 
 
 

今回点検箇所数 

系 統 名 主要点検

系統 

その他の

系統 

・復 水 系 

・給 水 系 

・主蒸気系 

・抽 気 系 

・ドレン系 

  ０ 

  ０ 

  ０ 

１８ 

７９ 

６ 

２ 

０ 

１ 

２ 

合 計 ９７  １１ 

 

復水器へ 復水器へ 復水器へ 復水器へ 

主蒸気系より 

蒸気式空気抽出器へ 

海水 

湿分分離器 

発電機 

復水脱塩装置 

蒸気式 
空気抽出器 

復水 
ポンプ 

第１給水加熱器 第２給水加熱器 第３給水加熱器 第４給水加熱器 第５給水加熱器 

グランド蒸気 
復水器 

復水貯蔵タンクより 

原子炉給水ポンプ 

RO RO RO RO RO 

蒸化器へ 

主蒸気系より 

各軸ｼｰﾙへ 

低圧給水加熱器 
ドレンタンク 

復水器へ 

 

ドレンクーラ 

低圧給水加熱器 
ドレンポンプ 

原子炉 

蒸化器

低圧タービン 
高圧タービン 

復水器 

図－８ 

○今回定期検査において、配管の肉厚測定を計画している箇所数は以下の通り。 

点検対象（肉厚管理実施）部位数 
点検区分 

総 数 点検済 ※１ 点検未実施※２ 
今回定検中 
点検箇所数 

主要点検系統 １３３   ３６    ９７  ９７ 
その他の系統 ７０６  １６４   ５４２  １１ 
合  計 ８３９  ２００   ６３９ １０８ 

・ 「主要点検系統」については、３６箇所の代表部位を継続的に測定しているが、 
 今回の定期検査では、念のため、代表部位以外の９７箇所について点検する。 
・ 「その他の系統」については、復水系流量オリフィス下流部１箇所、給水ポンプ

入口流量オリフィス下流部３箇所など、計１１箇所について点検を行う。 
 
※１ 「主要点検系統」については対象箇所の類似性に基づき選定した代表部位として

測定している部位、「その他の系統」については高経年化による健全性の観点から

サンプリング的に測定している部位 
※２ 「主要点検系統」において代表部位の測定により、「その他の系統」においてサン

プリング測定を行うことにより、それぞれ全体の減肉状況が把握可能な部位 

復水器へ 



＜参考＞ 

 

敦賀発電所１号機における配管肉厚管理の考え方 

 

  復水系統、給水系統、主蒸気系統、抽気系統、ドレン系統の配管については、減肉

する可能性のある炭素鋼配管について「主要点検系統」、減肉する可能性の低い炭素

鋼配管を「その他の系統」に区分して肉厚管理を行っている。 

 

・主要点検系統…配管減肉の可能性がある環境条件で、材料による減肉対策が講じられ

ていない範囲に対し、対策材への取替えまでの監視を目的として点検

を行っている。 

（環境条件）   ・二相流：湿り度 1.5%以上の炭素鋼配管 

  ・水 系：溶存酸素 15ppb 以下で温度 60℃以上の炭素鋼配管 

（配管肉厚管理） 点検対象となる偏流発生のある箇所は膨大であることから、減

肉の可能性が高い箇所を重点的かつ効率的に監視する観点より、

対象箇所の類似性に基づいて点検範囲の絞込みを実施し、その点

検箇所に有意な事象（減肉）が確認された場合には、類似箇所に

ついて点検範囲を拡大し管理を行う。 

 

・その他の系統…配管減肉の可能性が低い範囲に対しては、プラント高経年化による健

全性確認の観点からサンプリング的に点検を行っている。 

健全性確認の目的より主要点検部位のサンプリングを基本としている

が、点検箇所選定においては、以下を考慮している。 

・系統の代表性を考慮し、重要度の高い系統を選定 

・被ばく低減等の作業性を考慮した測定箇所を選定 

 



<参考資料＞

平成１６年９月１８日から約２ヶ月の予定であり、以下の作業工程にて実施する。

平成１６年１１月

敦賀発電所１号機　第２９回定期検査の作業工程

平成１６年９月 平成１６年１０月

▽発電機解列(9/18予定） 　　　  　原子炉起動▽
　（10月下旬予定）

　　▽発電再開（調整運転開始）
　　　　(10月下旬予定）

　　　　　▽
定期検査終了
（定常運転再開）
（11月中旬予定）

原子炉圧力容器開放

燃料取出

制御棒駆動機構取替、制御棒点検他

燃料装荷

原子炉圧力容器復旧

格納容器漏えい率検査
(準備を含む)

起動操作

主

要

工

程

低圧タービン分解点検

タービン起動準備

タービン各種試験



＜参考資料＞

敦賀発電所１号機の第28回定期検査に関する補足説明資料

・出力降下開始 ： ９月17日（ 18時頃 ）

・発電停止 ： ９月18日（ ０時頃 ）

・原子炉停止 ： ９月18日 ( ６時半頃 ）



≪参考資料≫ 

    敦賀発電所１号機第２９回定期検査準備作業に係る 

          安全確保について 
 敦賀発電所１号機は平成 16年 9月 18日より第 29回定期検査を開始します。
今般の美浜発電所 3号機の配管破損事故を踏まえて、敦賀発電所においては、 
配管肉厚管理状況等の確認を行い、点検すべき部位に漏れのないことを確認し

適切な肉厚管理がなされていることを原子力安全・保安院に報告致しました。 
 今定期検査における、工具の事前点検手入れ、資材搬入、作業エリア養生等

の準備作業の実施においては高温、高圧配管の配置等に十分注意し、作業者の

安全確保を第一に以下のとおり定検準備作業に取組んでおります。 
 
１．準備作業区域の状況 
（１）原子炉建屋、タービン建屋の主蒸気系配管エリアは、運転中の放射線量 
   率が高いため施錠管理を実施しており区域内での準備作業はありません。 
（２）タービン建屋の給復水配管エリアについては、準備作業はありません。 
（３）原子炉建屋の非常用復水器エリアについては、配管に流れがなく減肉の 
   可能性がないため準備作業はありますが問題はありません。 
（４）その他の区域については、高温・高圧配管は設置されておりません。 
２．協力会社、当社員への安全作業周知、徹底等 
（１）美浜事故及び当社の肉厚管理状況について当社が協力会社との安全推進 
   協議会等において説明し、また社員については所内説明会を実施。 
（２）作業の実施にあたり、異音、異臭等の作業環境の変化に対して十分注意

し、万一の場合の避難経路の確認、点呼の徹底等を行うとともに、作業

環境に変化を認めた場合には、速やかに現場を離れ、責任者への連絡を

徹底するよう周知しました。 
（３）社員が現場の作業前ミーティング等にて周辺の作業環境（機器、配管等）

の安全性が確保されていることの説明を実施しています。 
３．作業人数の把握 
（１）元請各社は日々の、建屋毎の立入り者数管理を実施及び万一災害が発生 
   した場合、当社が建屋毎の立入り者数が把握ができるような体制としま 
   した。 
（２）当社が管理区域内等立入り者数を１日３回確認し事務所、出入管理所に 
   掲示しました。                       以上     




